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1930年代における青年教育に関する研究

勤労者少年にたいする軍事的訓練組織の実態について一一

新 田 手自

A Historical Study on the Characteristics 

of the Education for Y oung People， the 

Tendency in the 1930s 
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大正15(1926)年iCr青年訓練所jが設置されてから、 「青年期オにおける教育は軍事的制
練を基軸として展開する。この軍事的訓練はさらに箪球教湾によって強化され、青島的絶対服従の倫

理Aと突撃精神とが増縞的に培養される。青年教育最大の限自は、一震して日本帝国主義の侵略戦争遂

行のために青年層を動員することにあった、といってよい。註

日本帝間主義は、 f満州事変」以降中国大睦への侵略行動を泥沼的に拡大する。この過程で、

力増強と全国民の戦争政策への動員が最優先されるが、罷民教育はこうした軍事的要請を強く受けて

編成されざるを得ないであろう。

一方、こZ湖に資本主義的産業構造が急速に変化するが、この段階において資本主義的諮要議もま

た国民教育の内実に大きな変容を促すことになろう。

鵜ぢの国民教育の一環としての青年訪!I練組織は、大正 15(1926)年「青年寄!I練所j設震以後

制度的にはニ度にわたって改編強化される。一度は昭和 10(1935)年の f青年学校J制度への

編成であり、もう一度は昭和 13(1938)年の「青年学校男子義務制化jの措置である。いずれ
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も、 f満州事変jから日中戦争開始へと対外軍事行動が急速に拡大していく過程で一層強く要請され

た兵力増強策であった。この箪事的要請を一貫して強く受けた青年訓練綴織が、一方で 19 3 0年代

に急速に生起する資本主義的要請を如荷なる形で受け、青年訓練総織の内実をどのように規稜づける

ものであったか。

ここでは、上述した課題を、主として青年訓練組織の実態を通して検討したい。

it:これを「今日でも通用してしかるべきものJ(文部省編『産業教湾八十年史』昭和41年刊〉などと危検
なノス !J.)レクアセこめた評価を与えるのは、教育をかの無謀な戦争に禄Eえを動員するための兵としてきたこと
への一片の反省をも顧みることのない、然資径な態度である。

1主主 「青年訓練所jの白的とその実態

1. r青年訓練所」の軍事的目的と「公民訓練j

大正 15(1926)年 4丹、満 16才から 20才までの男子青年を対象とした f青年訓練所j

設霞の勅令(第 70号)が下った。その趣旨は「青年ノ心身ヲ銀鱗νテ国民タノレノ資質ヲ向上セνム

ノレJ (r脅年訓練所令j第 1条)にあった。 r青年訓練所規程J (文部省令第 16号)，こ示される 4
カ年間の訓練時数は 800時であり、その中「教練jが 400時を占めていること(その他、 rf~Jき

及公民科J1 0 0時、 「普通学科J2 0 0時、 f職業f3↓J1 0 0時である)に明らかなように、それ

は青年大衆に対する「教練jを翰とするものであった。 r教練Jの内容は「各個教線、部隊教線、陣
中勤務、旗信号、距離測量、軍事講話等J (大正 15 (1ヲ 26)年 5月 4B、文部省訪1¥令第 14号

「湾年訓練所訓練要旨J)の軍隊的訓練であった。この軍隊的訓練を通して「心身ヲ鍛錬ν堅忍問IJ毅

ノ精神ト規律ヲ霊ンν協関ヲ尚プノ習慣トヲ養フJ (罰前「文部省訓令J)ことにその目的があった。

永田鉄山は、予雪年訓練会「軍事専問教育の兵営外委譲ではない」として(r陸軍の教育J永田鉄山
<11'教育科学』第18 ff昔、 昭和 8年 5月、 1 9主主〉傍点、筆者)、もっぱら精神的部面を強調した。しか

し、そうだとしても「死生の巷に於て個人的欲求を無視し、偉大なる犠牲奉公心を発機し…一一令の

下死に就くの習性J (関前「陵寮の教育J1 9頁)を養うことを支柱とする家隊教育の重要な一環を

拐っていることにはちがいなかった。訓練生の対象を 16才から 20才までとしたのは、いうまでも

なく「入営賂ヲ顧慮乙/タノレJ (前掲「文部省司司令J第 14号)ものであり、時間的に軍隊教育と直結

させたのである。

この醤家による組織的な脅年訓練施設は、当時の字随一成陸相と間服良平文相との合作であった

といわれ、大正後期の「字お箪縮jによる陸軍 4偲師団ニ?万人の削減と在営年限の短縮をこれによ

って代替しようとするものであった。青年大衆に組織的軍事部i練をほどこすという構想は、すでに大

正初期に田中義一(当時小将)が青年簡を軍事訓練綴織に改組しようと企図したことにもみられるよ

うに註第一次世界大戦以後の「総力戦Jに備えようとする寧部の一貫した強い要望があった。

註大iE4(1915)年t亡、⑦それまで25-3$才(ところによっては 40才〉を常伊!とした青年団長の

最高年令を、徴兵適令期の 20才までK限定し、⑫各干雪年団体の指導者として小学校長や市町村長・市町村吏

員、学校織員、警察官、在鋼理人号事を組織的に配援して、青年罰の統制強化がはかられた。ここには「涛年間

と在郷議人会を直結せしめ、徴兵検査を了へた壮年はすべて在郷軍人会員とし、それ以前の宵年はすべて青年

笥員たらしめ・“…統制ある一大筒自己組織を完成せんとする Ja回中義一伝記i上巻、 615~) 構想があ
ったとされる。湾年問は、日露戦争以後関家の強力な誘導によって官制約性格を強めつつあったが、青年間の
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地域共同体における事業団体的性格を無視したこの企図は結局失敗κ終った。大iE9(1920)年明、「内
務省文部省吉11令Jは再度青年間を「自治的ナラシムノレJとし、指導者を「団員ノ中ヨリ推挙セシムノレJことと
して、湾年間をほ工大正 4年以前の性格にもどすことになった。

「青年訓練所」は文部省管轄の社会教育事業のたてまえであった。しかし、脅年訓練の中心は、

前述したように、 「教練jにあり、地方長官の嘱託によって在郷軍人がこの指導にあたり(r青年訓
練所規程j第 16条)、また現役武官がこれを「王室開Jすることと定められている(大正 15 (1 9 

2 6)年 4月 23日、勅令第 78号「青年訓練所ニ於ケノレ教練査開ニ関スノレ件J)というように、内

容的には露軍省所管の事業というべきであった。大正 15(1926)年7月、際主事翁は「青年訓練

及学校教練ニ関乙/注意J (陸普第 30 6 7号)において、軍部の青年訓練に対する態度について次の

ように注意を喚起している。

「青年間練ノ施設ニ対スjレ関係諸官ノ熱誠ナノレ援助ト努力トハ篠ニ之ヲ認、ムノレモ、援助及指導ノ為

軍部ノ態度ニ於テ適当ナラサノレモノ、例へノ、教練指導員ノ議留ノ計調及実施ニ付地方1JlIJト十分協定

ヲナサス乙/テ軍部ノ主張ヲ強テ貫徹セントスノレカ如キ、或ハ地方1JlIJノ立場ヲ無視i/テ之ト疎隔ヲ招

クモ顧ミサノレカ如キモノアワタノレヤニ簡キ及ヒアリ。青年訓練ニ対スノレ軍部ノ態度ニ関乙/テハ主主ネ

テ詳述スノレノ要ナキモ本捻設カ文部省所管ノネ士会教湾事業タノレコトヲ稽フノレトキノ¥主要部ハ主導的

態度ニ出スベキ筋合ノモノニアラス乙ノテ寧ロ十分切実ナル援助ヲ供与スヘキ立場ニア/レヘキヲ以テ、

深ク言動ヲ慎ミ細心ノ注意ヲ以テ徹底セ/レ協調ヲ遂ケ目的ヲ十全ニ・貫徹スノレ如ク注意ス/レコトj

(傍点一筆者)

すなわち、各師聞やそれらの管轄下の在郷軍人らが「主導的態度JlC出ることを厳重に戒め、訓

練の目的を「十全ニ貫徹jするためには「徴底セノレ協調ヲ遂ケjて社会教育事業への「援助jという

立場をつらぬけ、というものである。青年訓練所をあくまで f社会教育事業Jであらねばならないと

したのは、 「軍縮jの世論の中で、できるだけ軍事目的を前面lこ出すことを避けて青年訓練を国民の

聞に浸透させようとする軍部の意図によるものといえよう。

文部省は青年訓練を常に「社会的訓練Jであると説明した。文部省社会局長関屋龍ぎが、在郷箪

人lこ対して「青年訓練といふことは軍国主義を鼓吹する所でも、又軍事教練を目的とした所でもない。

公民的訓練をやる所であるo………た Y結果lC於て是だけの訓練をやっておけば入営して後是だけの

効果が出て来る。それだけ軍事訓練に役立つのだ。 JU帝国在郷軍人』昭和 5(1930)年 7月，

1 9頁) rいい意味の命令線従を納得させて、よき市民を作るといふことを線図にして戴きたいJ
(間前 19頁)と要望しているのは、軍事目的がニ義的:こ佼置されることを意味するものではない。

「箪隊教育は良兵を養ふと同時に泉氏を造ることを本冒として居るJ(永田鉄山，前掲 f陵獲の教資J

2 0 --2 1 J:{)といわれる如く、<良兵=ニヱミ民>の等式を裏返して説明しているにすぎない。 rお一
二おーニとやる間に一つの社会統制といふものが青年の体に体得される、規律生活といふものが体得

される、頭に入るのちゃなくして自然に体得されるJ (前掲『帝国在郷軍人』昭和 5年 7月 20頁)

と関震社会教育局長がいうように、教練を媒体として軍隊的規律を体得させ、 ζの規律を社会生活一

般に普通させようとするものにほかならない。

上に述べてきたように、青年教脊は兵力増強のための箪率目的化し、軍隊的訓練を較として編成

される。この「訓練jは、軍隊教育の一環をおうものであり、 f軍縮j後の兵力確保策として重要な

役割をもっ。

同時に、天皇制憲由主義イデ;;tロギーの全国民への浸透を目的とする「公民教育jは、 「公民訓

練Jとして成立し、その箪隊的訓練を媒介してこそー隠強力に推進される。
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こうして、青年概練は期実践的意味での箪事力増強と公民錬成との一体的作用をもつものであっ

た。

さらに、 「青年訓練所jはその後の青年教育の性格を義本的に方向づけただけでなく、初等義務

教育一青年訓練一主要隊教育という霞民の箪率的動員の組織系列を完成さぜた点で重要である。

2. r青年訓練所jの実態

年度 青年訓練所数

大 15 1 5.588 

昭 2 1 5.753 

ろ 1 5，7 6 6 

4 1 5，687 

5 1 5.61 8 

d 1 5.594 

7 1 5，545 

8 1 5.573 

? 1 5，792 

1 0 1 6.678 

1 1 1 7， 0 1 7 

1 2 17.318 

1 3 1 7，748 

一

生 徒 数

891.555 

883.607 

843，702 

806.454 

794，1 7 1 

796.132 

835，723 

819，968 

818，681 

1，902，157 

1.964，599 

2.041， 3 2 1 

2.2 0 7. 0 2 2 

かくして発足した「青年訓練所jは、

字垣一成路拐によれば「其の施設宜しきを

得れば閤軍の為にも霞家のためにも一大幸

福jをもたらすべしとされたが n字額臼
記J1、みすず書房 490賞、大正 14年

1 1月 17臼)、大JE15(1926)年

発足時において、施設数 1万 5千、入所者

数 90万を数えたが、その後、昭和?年ま

での収容率は停滞し、むしろ下降の傾向を

示しつつさえあった。く表一 1>

すでに昭和 4(1929)年 8月、字

垣陸相は第二次軍制改革委員会への訓示で、

「強制的に課ぜられ、現役将絞の協力して

をる学校教練の出来栄は先づ結構と申して

く表 1> 賞しいが、自由任意を基識とする所講告治

「文部省年報Jより作成、但表中昭和 10年度より 的精神の発露に持ち居る湾年訓練の方は動

青年学校の数及生徒数 もすれば不振になりがちであるJcr 
伝記J1 736頁)と遺憾の;意を表している。

この青年訓練の「不振jは、たんに入所率の伸び悩みだけではなく、 「訓練jの内実がきわめて

希薄であることをも加えて、一層軍部にとって深刻であった。

たとえば次に掲げるのは、青森県の「藤坂青年訓練所訓練日 ( r青森県教育』第 4巻一資
料編 2、 568頁)である。

(昭和 5年)

r 1月 5日(木)培、午后 6時本年度訓練生入所式ヲ行ブ、本年度入所生 23名ノ内出席νタ/レ者
1 3名j

r 1月 17臼(火)晴、出席者漸特減少ノ路向アリ職員会督促スJ
P fl1日(火)雨、

5 8名…」

r8月 11臼(土)

1時ヨヲ湾年訓練記念式ヲ行ブ、終ァテ茶菓ノ饗応アリ。出席者訓練生

午後 2時ヨラ教練。出麿者 29名

8月 12 B (尽)晴、.iJiI繰戸別訪問督促ヲ行ブ

8月 13日(月)晴、 2時ヨリ教練出席者 2日名。前日督促乙/夕jレモ其ノ効更ラニナク部ッ

テ人員ヲ減ズノレノ皮肉ヲ見ノレJ

r 8月 29臼(7.l'<.)階後雨、午前育制運動競技会ヲ開ク、出席者 63名J
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r 1 1月 22臼(木)晴、午後 1時ヨリ査開予行教練ヲ行ブ、出席者少数
1 1月 23日(金)階、育訓i生督促ノ為教員全部出動ス…

1 1月 25 El (日)晴、午前?時ヨリ青森県連隊正司令部ヨリ鈴木正治氏出張査開ヲ行フ、出席

者 30名j

青年訓練は、 「背任ノ生業ヲ妨ケサjレコトヲ期νJて(大正 15(1926)年 4月 21白、文

部省訪11令第 8号)、農閑期におこなわれた。しかし、この「尽誌jに、再三の「督促Jにもかかわら

ず教練への動員に苦慮しなければならない、という実態をうかがうことができる。わずかに「茶菓ノ

饗応Jや「運動競技会jなどに出席多数をみるが、逆に、教練lこ対する青年!習の消極的姿勢を物語る

ものである。

そして、このような実態は、ー農村地帯における青年訓練施設に限らず全般的な傾向としてとら

えることができる。

昭和 8年度「壮丁教育調査概況J (文部省社会教育局)によれば、全国壮丁中青年訓練該当者

(中等学校卒業者、専門学校卒業者及夜学者、大学卒業者及在学者等を除く)中、青年訓練を受けた経

験のある者の説会は 5日%程度であった(<表-2>参照)。また、これらの訓練経験者中、教練及

びその般の科目についてそれぞれ 75%以上出席した「優良出席者jは、?ろ， 7 4 5人であった。

(昭和8年度『壮丁教予言語査概況』の中、 「優良出席者割合表jによる)この「優良出席者jが、

謬11練を実質的に終了した者と見なされ、兵役法第 11条(昭和 2年 4月 1日、法律第 47号)による

在営期儲短縮の特典(通常 2カ年のところを 1年 6カ月となる)を与えられる対象とされたのである。

昭和 8年度壮了人口 56万人の中、実質的な脊年訓練修了者は 2割にも達しなかった。楼軍当局が「

量的不振jを常に訴えたのはそのためである。

市 部

郡 部 1.lIJ 

其ノイ也ノ市

部 計

郡 部

言十

荘γ中「青年訓練ヲ受クノレ者」

予雪 年 自111 練 ヲ 受 ク

青年訓練所ニ於テ
青年訓練所規程第八
条ニ依ヲ訓練ヲ受ク

訓練ヲ受クノレ者
}I-者ト宥 サレタノレ者

人 員

6，01 4 

9，1 97 

1 5，21 1 

180，482 

1 95，69 3 

調査仕丁総人
人 員 調員ニ査J対士7ス総ノレ人% 員ニ対スノ同も

7. 6 522 O. 7 

1 3.5 499 O. 7 

1 O. 3 1，021 O. 7 

3 5.9 2，600 日5

3 O. 1 3，621 。マ 6

<昭和8年度r~士T教資調査概況 j より>
文部省社会教湾局tIl:i和?年flJ 7 8東

ノレ 者

計

人 貝
議査壮一丁総人
員ニ対ス}L々も

6，536 8. 3 

9，696 1 4. 3 

16，232 1. 0 

183，082 3 6. 5 

19呪314 5日.7

「優良出席者jであっても、 f在営期間其ノ成績不良ナノレトキJは在営年限の短縮を認めない

(兵役法第31条)とされていた。したがって、実際に「短縮jの特典を得たものはごく稀であったと

いえよう。従って、 「本訓練ノ結果ノ、兵役ニ服スノレ者ニ対乙/在営年限ノ短縮ヲ伴プカ故ニ其ノ罰家産

業ノ進展ニ及ホスヘキ効果モ亦/レ大J (大正 15(1926)年、 4月 21日、文部省llJlI令第 8号

-251-



教~学部紀要第 2 3考

「青年訓練ノ婆旨及実線上ノ注意事項J)であるとして、 「青年訓練所j設置のー要件とされた兵役

年限短縮は空洞化していた。

かくも青年訓練への動員を阻んだものは何であったか。

勤労資年にとって、青年訓練は時間的にも費用的にも圧迫となるものであった。例えば、下にか

かげる「育IDJIストライキjの要求項目をみよう。

「南部五郷村く一青森県一筆者註ー>~[沖野青年訓練所は燥下優良育部i として昨年文部省より表彰さ

れた育訓であったが去る 17日く昭和 4年 7月一筆者註>49名の生徒全員は、

訓練時間の短縮

一 図版を全部村費で支給せよ

三 半日以上訓練には日当及び弁当を支給せよ………

の決議文を主導主商白校長につきつけてストライキを起こすに至づた……J

( r東奥日報J昭和 6(1931)年 7月 25臼<f青森県教育史J資料編 2、698-699頁>)
上の一例にみるように、一着 25円の「間服Jなどの費用や訓練時間など、勤労青年の負担は小

さくなかった。これらの負担を保障する制度はなかった。

「本施設ハ市町村等ニ之ヲ強制スノレノ趣旨ニアラスト離モ之カ実施ノ、時勢ノ実情ニ鑑ミ亙ニ喫緊

ノ事タ jレヲほテ事情ノ許ス限リ進ンテ之カ普及発達ニ努ムへjし(大正.15 (1926)年 4月 21日

文部省認司令第 8号)として、実質的に市町村屈体が訓練施設の設置及び運営の義務を負うことになっ

た。国家は年々 10 0万円の補助金を出したが、これは訪JI練生一人当てにして 1円にすぎなかった。

青年訓練が、会く鴎家的婆請にのみ応ずる性格にもかかわらず、その「普及発達Jを市町村団体

lこ転嫁されたのであるから、これに多額の支出が期待されるべくもなかった。もとより、地方団体は

慢性的な「財政窮乏jを訴えていた。地方防政における教湾費の増大は年々媛緩い町村財政において

は支出の 40 -5  0 %以上を教育費が占めるにヨさった。教育費の増大こそ「財政窮乏jの一大要因な

のであった。だからこそ、全盤町村会、帝鹿箆会等の団体が大正末から一貫して教育費罷庫負担増額

運動を展開しなければならなかったし、市町村間体は、学校統廃合、学級閉鎖、俸給不払、教員の首

切り等々の独善的な教育費削減の対応をーまさに自邑防禦的措援としてーとらなければならなかった

のである。もともと、地方団体が独自のカで青年訓練施設の「普及発達Jに努める余力をもたなかっ

たから、 「予期以上の効果きと収むるJcr字塩臼記J4 9 0貰〈大正 14(1925)年、 11月27
日>)条件はなかったのである。

ここに「青年訓練所j発足時点からの一般的不振の要因があった。

さらに、青年訓練の議的飛躍を阻んだのは都市部における停滞であった。 r都市部においては農
村等に比し、青年訓練所入所該当者の割合に一絞に青年訓練所の設霞せられるものが甚だ少なJく、

昭和 8年現在、会密資年訓練所数 15， 5 7 3中都市部における青年訓練所数は僅かに 1，1 4 4であっ

た。(以上は『道府総都市青年訓練所数調J昭和 8年文部省社会局、による)従ってまた、青年訓練

所入所者数も、く表ー 1>(頭職)にも明らかなように、都市部においてはきわめて少なしとくに 6大

都市に顕著であった。一般に入所率、出席率を比較すると、市部は郡部より低く、また道府県別にみ

ても東京、大阪など大工業地帯は秋田、山形などの農村地幕に比して低くなっている。(表-3) 

元来勤労青年への団体訓練は、前述のように「訓練ノ時期ニ関乙/テハ青年ノ伎業ヲ妨ケサノレコト

ヲ期乙/適当ノ季節ヲ選ヒテ行ノ、νムへνJ (r文部省訓冶J第 8号、大正 15(1926)年 4月 21

日)とされ、農村社会における農閑期を利用した形態を主として想定していたのである。そもそも個
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<表 3>

大 東 山

郡市 郡市 郡市

部部阪 部部京 部部形

六三四
-L - 叩叩

九七九ノ¥刊一一一

O六回 回一五 -00 

七O二 七一九
九八九 ご.七ノス 八七八

五四五 七四五 七六七
五六O 一八五 四一

七三九 五八O
三九二 一八五 O屈ニ

1 9 3 0年代における青年司教育に関する研究

手火 府

郡市 県

部部回

七二七 入
八八七 所 平

-ノL¥ノ口:、 一ノL¥ 歩 均
五九二 え仁ヨ入

ムムム

出ノ¥ノ¥ノ¥

012.90 席 王手

六四七 歩 均
三四三 i仁k3 

入

所

出

席

別的lこ工場主や碕自主との雇傭関係下にある

を時間的にも空間的にもー→律を要

ずる団体訓練に動員するのは困難であった。

都市において、とりわけ大都市において

訓練所の設置数自体が極端に少ないのはこの

ためである。 r大(1:.雇主の覚書星を要するJ
u学校教練』学校体育文庫第 5巻、
中佐森本義一著、昭和 5 (1 9 3日)年刊、

(傍点ママ>)ことによって動員をはかれる

ものでもなかった。

また、『青年訓練所規程~ (大正 15 

<昭和8年度「道府県市部郡部別資年訓練所
入所出席歩合J(文部省社会局)より>

(1926)年4月20 13、文部省令第 16号)

第十ニ条は、 「私人ハ工場、鉱山、

ニ於テ青年訓練ヲ受クルコトヲ得ノレ者ヲ多数

ニイ吏傭スノレ場合ニ限り青年訓練所ヲ設霞スjレコトヲ得Jと定めて、私立青年訓練所の設置を認めた。

しかし、昭和 8年現在の私立青年寄iI練所数は約 200、生徒数約 1万 5千にすぎなかった。(r文部
省年報j昭和 8年度による)

かくして、都市における青年層の動員は困難な状態にあり施設そのものも過少であったが、他方

都市部人口は昭和5年以降長足の勢いで物Eし、日掛口10年には総人口の30%を上まわっむく表-4>

<表-4> 市部郡部別人口の推移

T¥  内地人総人口 市 部

大正 14年 5史736，822 1 2，8 9 6，8 5 0 ( 2 1. 6 ) % 

昭和 5年 6 4，4 50，00 5 15.444，300 (24町む)% 

昭和 10年 69，254，1 48 22，666，307 (31.7) % 

cr国勢調査報告j昭和 10年より)

Z立E 部

46，839，972 

4呪005，705

46，839，972 1 

この都市部人口の

急増は、 「満州事変J

以降の家需部門を納と

する重化学工業生産の

飛躍的拡大に伴う都市

労働者階級の膨張によ

るものであった。今や、

都市部における実績は

青年訪11繍芳入所率全体を

大きく左右する。すなわち、都市における「不振Jは、青年訓練の量的飛躍にとって、会くの1受給と

化しつつある υ

2笠 「青年学校J制度の発足と「企業内青年学校jの役割

1. r青年学校」制度成立の必然性、

「時代の趨勢iこ鍍み脅年教育の進展を期せんが為実業補習学校及青年訓練所を廃止し・・…・新lこ両

者の性質を採入れたるJ (昭和?年 12月 12 13 r青年学校婆縞案j文部省)ものとして、昭和 10 
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(1935)年 4月、 「脅年学校j制度が発足した。

実業補習学閥士、明治26年に発足しtdJえ刊当搬程の補習と簡易な実業教育を謀ずるものであった。

小学校卒業後 17 -1  8才までの男女青少年を対象として、「翫訴ヰJr綴鵜りを中心とする教科内
容をもっていた。だが、これも独自の施設をもたず小学校校舎を併用し、教員も小学校教師が兼任す

るという貧困な実情であった。しかも、依然として農村青年を対象とした「農業補留学校Jが大部分

であり fこれをある程度まででも効果的iこなし得てゐるものは、極く重量々たるものでjあった。

( r実業;補習学民青年設腕所公民激育批判J杉山元治部く『教育J昭和 9(1934)年3Ji 69頁>)
昭和 B年現在、学校数約 1万 5千、生徒数約 130万を数えたが、これらは「実業教育j機関と

しての意味は少なく、大正期以後新たに加わった f公民教育J機関として存続していた。

この実業補習学校と青年訓練所の「統合Jの婆求は、昭和 5， 6年頃から各地方団体や教湾団体

などから出されていたもので、文部省としてもこれを検討していた。この f統合J要求の直接の契機

は極度の地方財政「窮乏jであった。初等義務教育費に比べても、両者(r実補Jr育部IJ)の経費
を合せても読者の 10分の 1，こも達しなかったのであるが(たとえば昭和 8年度における「小学校費J

は2億 6千万問、 「実補Jr脊訪IIJ合計額は 2千百万円である)、これとても財政「合理化jの対象
外にはなかった。

市町村団体が独自に f実補Jr育訪IIJの「経費ノ削減ヲナ乙/或ハ専任教員ノ配置ヲ中止ν甚νキ
ハ斯教育機関ノ廃止ヲナサントス」る(昭和 7(1932)年 11月、会悶実業補習学校青年訓練所

連合教育大会における「青年教育費国庫祷助増額ニ関スノレ建議」の「理白書J r帝都教育J昭和?
(1934)年 5月所紘)に至ったのである。 r統合jを必要とするま理由は、およそ、教員、指導員
への給与、事務経費などの「二重負担jが重荷であり、 「経営に労多くして効果これに伴はjない

(第ヨヨ予定補育設l陸合教育大会における「資年学校案jより-r帝都教育J昭和 9(1934)年 5月
所教)、というのであった。

また、 「青年訓練所規程J (大正 15(1926)年 4月 20臼)は、実業様習学校にして所定

の訓練時数を実施し「青年訓練所ノ課程ト詞等以上ト認ムノレ場合ハ………青年訓練所ニ充ツノレコトヲ

得J (第 6条)として、いわゆる「充当実業補習学校」の余地を残した。 ぐ表-5>にみ

られるように、 「充当実業補習学校Jが年々増加し、逆に[公立青年制練所jが減少しつつあること

は、実際に実業補習学校と青年寄11練所の「統合」がすでに進行していたことを示すものである。

「統合」はこうした地方財政の極度の「窮乏Jを背景として、地方市町村留体における経費節減

の一環として出されてきたものであった。

一方陸軍は、青年訓練所の伸び悩みに絶えず苦慮しなければならなかった。字頃一成陸相が、青

年訓練所発足 5年にして「今後両三年の経験に徴して成績が予期の如くに挙がらぎる時は未開時代の

5> 

¥¥ぐ空 昭和 4 年 昭和 7 昭和 P 年

公立青年訓練所 1 2，3 3 1 1 1. 2 7 3 1 1. 0 1 1 

充当実業補習学校 3. 2 2 2 4. 0 7 2 4，5 1 5 

公立青年訓練所数及充当笑業補習学校数(r青年訓練ニ関スノレ調査j文部省 i協和 10年5月、第七
表より)

AE 
只叫nJム



1 9 3 0年代における筒年教湾iこ隠する研究

遣り口により強制義務制を採るも止むを得ぬJ (前掲『字指臼記J1、 646頁、昭和 3(1928)

年 2月 16臼)と考えた如く、陸軍は一貫して青年訓練の蚤的拡大の要求を強く持っていた。とくに

li荷州事変J以降の対外軍事行動の拡大は、青年}還の最大限の動員を一層緊急不可欠とした。昭和 P

(1934)年 2丹、第 3回実補育設iI連合教湾大会において陸軍省の由民歩兵中佐が

的ハ質ニアラズνテ:量ノ問題ナリJI郎チ入所生徒ノ多キヲ希望スJ (r講演要旨J一前掲『帝都教

育J昭和 9(1934)年 5月)と述べた立Llく、またこの大会の特別委員が陸軍省当局から得た解答

「義務制ニスノレモ可Jr一ヶ年ノ教育時数ヲ百時間ニ滅ジテモ入所生徒数ヲ増加乙/タキ希望アジ」
(関前)にみられるように、 量的拡大を急いだのである。註

「青年学校令J (昭和 10(1935)年 4月 1臼、勅令第 41号)第 1条は「男女青年ニ対ν

其ノ身心ヲ鍛錬i/徳性ヲ泌養ス/レト共ニ職業及実生活ニ須要ナノレ知識技能ヲ授ケ以テ国民タノレノ資質

ヲ向上セνム)tノjと目的を定めている以上、実業教首、普通教育宅どもとり入れなければならなかった。

しかい青年学校本科における時数規定を一見して明らかなようにく表-6入青年学閥久男子青年(1 4---1 9 

才)を三重点的に対象としたものであり、また「教練科Jの比震が「青年訓練所jより軽くなっている

とはいえ、総時数 960時中 350特を確保している。反面、実業教育においては「ただ遊びたい盛

自

八

男

子

本

科

V

メ口入 教 車我 立医立ヨ 修
及授教

身
通
及
訓練官練 業

学
公

民
す，illー与

計 科 科 手ヰ 手ヰ 年

16 
学第

七 O 五O O O 年一

学第
七O 七O 王手O O 年二

一
学年第三八

七O 九O O O 

学第
!I、
七O 九O O O 年四

O jX 戸Oじ 九O 学年第五
O 

八

女

子

本

科

V

メ仁コ入 体 家 職 官ま 修

襲教空身
通
及

操 庭 業

学
公

民

科 科 科 科 科

第

五
O O O O O 年

第
一

五 A寸Lι一

O O O O O 年

第

五 戸ナ主4与

O O O O O 年

<表-6>

f青年学校j本科の各科目規定u寺数日資王手学校規程j
(昭和 10(1935)王手4月文部省令第4号第8条)

りの青年が遊びに行く J (前掲 f実業補習学校青年訪11練所公民教育批判J6 9頁)にすぎない施設と

まで激評された実業補習学校を内容的に改善したものではなかった。昭和 10年度生徒数約 20日万

人iこ対して総経費が 2，4日日万円にすぎなかったととからも明らかであった。青年学校制度において

も、線設の機能維持を市町村団体に負わせる方式を未だ踏襲する限り、内容的改善は窪めなかった。

なぜなら、昭和 10年後もなお小学校教員への俸給不払いが報告されているごとく

は、逸見勝亮「地方財政『窮乏』と教育費政策の展開J< r北大教育学部紀要J2 2 
(この点について

を参照され
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たい)慢性的な地方財政の「窮乏j状態が引き続いていたのであるから。かの王手生S八三郎文相の義務
教育年阪の延長案に対して、全国町村会が、 「義務教育年限の延長に闘しては緊迫せる現下の町村財

政に鑑み所要経費の全額を国薄より支排するに非ざれば之が実現困難と認むJ(昭和 11(1936)

d月)と声明し、或は帝国食会が「謬着せる農家負債と過重なる農家負担額等は農村の経済力が之

以上如何なる負担にも堪へ得ざるJ( W帝国食会報』昭和 11(1936)年?月、巻頭)と綾底的

態度を示したようι 地方市町村の独自の財源から教育費支出をそれらしkヲiきだしうる状態ではなかった。

文部省学校衛生局の調査によれば、 1 3 --1 4才の発育時に、高等小学校に在学していた者と、

尋常小学校卒業後すぐ就職したものとの壮了遜令時における平均身長及び体震を比較すると、身長で

3.9 cm、体重で 2.4K9前者が優っており、またその結果、 7>にみられるように、壮丁検査に

く表 7> 「教資程度経丁体格比較君主(昭和9年度)J : r学校衛生J1 1年8月1B 

①表中数字は 10 0 0人に対して ②合格は第二乙種以上

備 考
種 月Ij Ej3 穆 第一乙種 第二乙種 内 穫 了 種

合格者 不合格者

高等小学校卒業者 3 1 7 1 1 3 210 ろ日 4 5 3 6 4日 357 

上と同等と認、むる者 305 1 1 5 2 2 2 308 4 6 

尋常小学校卒業者 2 8 6 9 6 186 3 4 3 8 6 567 429 

尋常小学校中途退学 2 3 1 8 2 1 7 3 366 146 

おける合、不合や甲種合絡の率に明感な羨呉を生じていることがわかる。 a学校衛生J文部省学校
衛生局発行、昭和 11(1936)年 8月 1日号)従って「国民体位の向上Jをはかるには、 「訓練j

以前に「十五歳(満十開歳)までの発育促進期を教育的環境に於て指導陶冶することJ (持前)、すな

わち過重な年少労働から加護することが先決であった。

への「統合jは、上述した如く地方財政「窮乏」を直接的契機としたものであった。

青年学校制度化が「二重学籍や経費の二震負担に苦しんでゐた農村にとっては誠に適切な施設J (名

古屋市教育主事五回利作『社会教育J文部省社会教育課、昭和 10(1935)年 6月、 20頁)で

ある、といわれたように、一定の地方財政「緩和Jの体裁をとったのだが、これによって地方財政に

おける支出が減少したのではなかった。ちなみに昭和 12年度における青年学校経費は 3，3 0 0万円

に増加したが、国庫補助は 380万円にすぎなかったから、地方財政における青年学校絞費の支出は

年々増加しつつさえあった。

結局、青年学校制度化は、昭和初年代における湾年訓練の一貫した「量的不振」を解1隠しこれを

拡大強化しようとするものであり、 「青年訓練所Jに課せられた軍事的要請の延命にすぎなかった。

「両者の特質をとり入れたるJ I統合jの内容は.かえって財政的にも、人的資源の上においても

「青年設i瞬所」の「実業裕習学校Jへの寄生的抱合であったというべきなのであり、またこの寄生的抱

合によってしか軍事的訓練組織の重量的拡大への希望をつなぐ道はなかったのである。同時に、それは

[実務青年に職業生活に必須な知識技能を与える」という実業教育機関としての独自の発展可能性を

放棄したものであった。

to 
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193 0年代における湾年教育に関する研究

註:ζの青年学校への「統合jの目的を、 「壮了の学力の低きが青年学校の発起を促しjた( r平生文相の義
務教育年限延長案についてj八本木浄く『大月短大論集j第A号 大月短期大学1973年5月、 18頁>)

或は「近代戦争K不可欠な兵負の一般知的能力や主事事技術の向上を、もはや義務教育だけ陀期待しえず、それ

を青年学校において補完しようとしたJ(久保義三 fS本ファシズム教育政策史J)328JOという如、投了
の学カ水準の向上にあるとする見解が一般的である。しかし、軍部が一貫して設的拡大を強く婆求していたこ

と、 「青年学校』剣度成立後においても壮γの学力向上のための施設改善が一切考慮されていないこと(事実

その後の「投了教育調査jは何らかの「向上Jをも示していないのである、〕から見て、主軍部が兵員の学力水準

の向上を第一の宮的主したものとしては、とらえられない。

2. 公立青年学校の実態と「企業内青年学校Jの役割

以上のようにして成立した青年学校は、昭和 10(1935)年における生徒数 190万人、昭

和 12(1937)年 200万人と、発足後 2カ年間の生徒増加数は約 10万人であった。(<表-

1>参照) 1章一 2で一言した立[]く、満州事変以後都千有人口が急速度に膨張したが、それに伴う青

年学校施設の拡充は極く微少である。昭和 10(1935)年から 11年 (1936)の一カ年聞の

公立脅年学校施設数の培加は全国で 150にすぎなかった。従って、都市人口の急増による収容該当

人員の増大と都市の青年学校施設との聞のアンパランスが一層顕著となった。

一方で、都市勤労青年の青年学校「就学j条件は一騎悪化した。昭和 11 (1ヲ36)年度の警

視庁の労働時間調主主が「各業態ヲ通ジテ十時間就労ノ工場数ハ約況十%二及ど、九時時乃歪十時龍、

十一時間乃ヨ三十二時間ノ両者ニ於テ約四十%ヲ占メJ (昭和 11<1936>年『工場監震年報』厚

生省労働局 87頁)ている、と報告するように、一般企業における労働者の労働時間が延長された。

日中戦争開始(昭和 12年 7月)以後の「生産力拡充J政策下においてはますます顕著になった。

f現荘りように残業を含めて十三・四時間が普通であり、十五・六時閣はザラにあり、ひどいところは

連動と称して三十六時間ブッ通しというのを月に三度も四度もやっているという状態に於いては、育

も何もあったものではないJ (大内経雄『産業と教育』昭和 13年 2月)といわれる如く、勤

労青年が就労後夜間に通学できる条件はほとかどなかった。青少年労働者にとって f工場の労働をお

えてから学校にゆけということは、無給で残業を強ひるよりも酷であjったのみならず(r青年学校
義務制の波紋j関口泰<r青年学校義務制に関する論説J昭和 14年 3月，文部省社会局 462真
>)、企業主たちにとっても、必要以上の労働力街品の磨滅を防がなければならなかった。

東京市における中小工場地帯であった、本所、深JlI両区の青年学校在籍率の識変く表-8>

( r勤労青年に対する教育施設の実情l乙就て一一終にゆ小工場地帯における青年学校を中心としてー及JlI
宏、藤井次郎<r労働科学研究J昭和 14年 8月>)によれば、 両区の「就学該当者に対する在学者の
比率は高くも 2割内外、低いものは 1割にも充たないJ (同前、 1 0頁)という状況であった。臼中

戦争開始後、食業が「時局の所謂生産力拡充の要求を受けて必然的に労働強化をなしているJ (問、

2頁)なかで、青少年労働者が「一般に教育を受〈べき機会を一一余椴すら得難Lづ (問、 2真)ので

あった。これに加え、 「職業的訓練に関する施設自体は一層極端である O 実習場の設備は全く欠く。

呉も亦然り o OIJへば本所区に於ては、 (男子在籍総数833名)は製図版大 3日

台、同小 50台。 (5 6 6名)は巻尺 1，救急袋 1、プットボーノレ 40
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( 6 7 6名)は剣道用具のみJ (同前、 6頁)と、向調査が報告しているが、これは一般的な公立青年

学校施設の貧困を示しているといってよい。

昭和 12年度壮丁中、青年学校児子本科の入学該当者数に対する卒業者数の割合は郡部で 40%、

市部では 16%と極端に低い。とくに 6大都市において著しい。く表-9>

都市において青年学校就学卒が低調なのは「雇主の王室解乏しきためJcr戦時労働事情J協調会、

く表-8>

hLiL 
;卒;所-第

本所・第

ヌド所ゎ第

深川|・商 エ

深JlI0 臨海商業

深川1.数 矢

普通科

就学該当者在籍生徒 (百分比) 就学該当者

1 0 7 8 

860  

1 0 5 3 

7 7 7. 1 4 247  7 

6 3 7. 3 2 3 9 7 8 

6 6 

1 5 5 1 4. 7 1 4 6 5 7 

3 6 

130  5 4 4 4 

昭和 13年4月末日現在

(『労働科学研究J 、
昭和14年8月 5五iノ

本 科

在籍生徒 (吉分比)

524  21.1 5 

272 6.8 4 

388  

500 1 O. 7 4 

207  3.8 0 

昭和 19年 11 5頁)であると相変らず指摘されたが、上の誠査に示されていたように、企業主た

ちにとって、勤労青年腐を公立青年学校l乙通学させることは、かえって長時間労働による労働力商品

の障害粍を一層促進して生産性の低下につながるだけであり、その他いかなるメリットもなかったO

一方、昭和 12年「工場数督年報J (浮生省労働局)は、 「事業主中には職業教湾とイ芥せ実生活

iこ必要なる知識技能を教養するの目的の下iこ青年学校を設置するもの増加の傾向なりJ (3 8賞)と

報告している。

<表一 9> 市部君s部郎社]中湾年竿校ヱド科入学該当者iこ対する
f卒業セザリ ν者jの人員及び割合(昭和12年度〉

本該科当入
本科ヲ卒業セザワ乙/者

市 郡 部
人 主司 % 

六大都市 38，480 3 3，7 63 87.7 
7む
其ノ他ノ市 42，543 34，238 80.5 

昔日
計 81，023 68，001 83.9 

m 部 337，427 2 02，6 0 3 60.0 

cr行:了教育3書斎j昭和 12年度、 34ページ表より〉
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以下11:.示すのは菜車輔会社の例である O

roo車輸青年学校学則
目的

第一条 本校ハ青年学校令ニヨリ青年ノ身心を鍛錬ν徳性ヲぬ養スノレト共ニ織業及実生活ニ須要

総

百十

間
八。

間
八

O 

四
七

ナル知識技能ヲ授ケ以テ愚氏タノレノ資質ヲ向上セνムノレヲ包的トス

名称及位置

第ニ条本校ノ、00府00]算編 ト称、乙/00市00区OOOIl/J-i客地00車綱合名会社社

内ニ設置ス

第三条 本絞ニ男子部本科ノミヲ霞ク

第四条教授及訓練期間………一本科四年

(中盟各一筆者〕

第仁条 本校ノ教授及訓練科目立立教授及訓練時数ヲ定ム/レコト左ノおl乙/

科 線 教 科 業 単車 科学 i忌 ff

式 {本 軍陣部徒 職 製 定 二ζ 物数英国歴

計
操 学中隊事

計
場

競 議動教袋線 教
計

道 技 話務線、 手守 凶 気 学 理学説話史

銃主事 競基 同 実 用 概 十与 t'i: 初 '+， E1 

本
言ま
器 幸福 般 加工えヲニ 主主

剣刀 ノ

体 補 五号 工 工 ィ昆jとu E主

術術 技j桑 t 習 法 念 Aてaγf- て長以f二w 数 さか 本 長ミ

一 一
九 九

O O O 。 ーノム、 ーノ~\-ー

間 競JZ、 伺 報l 同 F者 初 |湾 i湾 物 同 同 I可 同
銃 器

用
各

議 性
法

、

体 {国 見 謝L

教 耳立
よ 技擦 上 練 上 図 :Ij;:， よ 上 光 上 上 上 上

一 一
九 九

O O O O ノーム、ー ノi¥-

存主 伺 間 部 間 製 同 同 間 ノレカ三キ 世

隊
ギト カヵ ~ì-I i茎

t旨 IZI 濠jクノ 近
キ、ノ

t態 カェ防戸J) tlt 

上 上 法 上 法 上 よ 上 イ不桝ミ 史

一
九 fL 

O 。 O 。
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公修

計及

E立身

[設ま労ネ申Jえ
ご{~語崇等

謀、

民斗位祖の
ろ、郷

滋大3我土
然長1 が
徳究家敬 程

自与
四 自 年
四 四 数

隠国民地我 諜
経方が
民防自国
済治立

道悶約感慾
!宮、政

線交税凶治 fi 
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四 四 年
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民日学、、
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ifiの心法の
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科 線 教 平等 業 職 科学通事34 科民公及身修
総

式 体 主手陣留3徒 1裁 製 電 エ 物数英~ lli童 公修

操 事中隊2
計
場

計及計
議勤教イ悶

言十
競 教

言十 教
道 j支 話務練練 脊 E設 気 Aヴ主4ニ与A 理学説語史 民身

銃主事 競応 調報部者定都

ぴ建喜まよ理望陀ま大

課

|宇醐階事帝京
、設国 四

ffl 、民

剣]J
道国民iの白正会量化文体

術術 技燦 徳惑の教 程

日守
九 九 四 四 年。O 。 。。 数

五 lJll 五 計
ノム、 五 七 七戸 ムノ¥ 。 。 在ヨ 八

第八条 本校教授及訓練ノ時亥日ハ午後三時ヨリ七時半迄ニ於テ学校長之ヲ定ム j 

(r工場監督年報』昭和 12(1937)年 39~ 4 1京)
上に掲げたのは事業主が企業内に附設した私立湾年学校の一例である。本科 4年間の総持数 1，562

侍は、 「青年学校規程J(こ定められている本科 5カ年間の最低時数 960持をはるかに上まわってい

る。教育は多く就業時間内におこなわれる(第 8条) 0 r普通科J及び「職業科jは企業内における
職工養成に必須な課程が配ヂIjされ、しかも最初の 3年間で南者の総時数 944時数が全て消化される

のであるo (ちなみに、 「予号年学校規程Jの両者の総時数基殺は 5年間で 51 0時である。)すなわ

ち、自企業内における職工養成を第一義とするところに企業内青年学校の特徴がある。日

学校の f職業科ノ指導要旨Jにra、各年級ニ応ジ、渡接工業ニ必要ナ事項ニ留意スル、 b、自立項ノ
学術ヲ修メ/レニ必要ナ碁礎事項ニ留意スノレ、 C、各職場毎ノ専問ノ教育ヲナν最モ実際的ノ織業教育

タラ乙/メノレヨトニ留意スノレ…………J(r我国ニ於ケノレ工場附属職工学校ノ実例J<r工業教脊ヲ中
心ト νテ見タ我掴教育制度ノ改善J商工省生産管理委員会、昭和 13(1938)年?月、 216頁

>)とある如き、即実践的な労働能力の養成を目的としたものであった。

こうしt.:::i練内私立青侍鮫は急速附加する傾向にあった。昭和 10(1935)年 4月から昭和

11(1936)年 4月までの 1年間における道府県知j青年学校数の推移をみると、東京、大阪、兵

庫、福間などの大工業地域を含む府践で、公立青年学校の増加がさほど目立たないことと対照に、私

立青年学校の「新設Jが著るしい<表-10>。この私立青年学校は年々急増し<表-11>、昭和

1 6年には「学校総数の約一割を占めるJ(乙ヨさった。(r戦持労働事情J協調会、昭和 19年、 116
頁)

昭和 12(1937)年 7月の日中戦争開始直後の応召人員は 100万人をこえたといわれ、重

工業部門における一般的な職工不足の声はますます高くなった。このような状況下で、企業主は、職

工養成をまさに死活の開題としたのである。中小零締企業にあってはこうした職工養成方法をもっ余

力をもたなかった。大企業内における私立青年学校は、策事的要請に一方で応える形をとりながらも、
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く表ー 10> 昭和 11年 4月現在の道府県別公私立青年学校数

道府県
公立青年

左新 中設 私年学立青校 長室 道府県 公立青年 左中学校 学校 新設

北海道 1，559 5日 22 2 滋 賀 21 5 。
森 423 (1) 日 G G 五ミ 都 352 D 

岩 手 302 O 8 G 大 阪 439 1 5 

宮 城 256 O 5 G 兵 庫 562 

秋 回 5日5 1 2 B 奈 良 232 。
山 形 271 4 2 和歌山 328 (1) 2 

福 島 491 O 1 3 。，事も 取 194 00 

2交 城 450 。 。島 根 299 日

栃 木 21 4 G 。間 山 403 3 

群 馬 246 。 2 G 広 島 51 2 O 

埼 玉 388 。 7 G 山 口 257 1 

千 主義 359 1 4 G f恵 島 250 日

東 尽 294 (3) 2 37 1 4 香 )11 207 日

神奈川 236 (1) 5 6 1 愛 媛 371 5 

新 潟 591 8 る g 高 知 290 (1) 

富 山 305 8 7 G 様 関 401 5 

石 )11 243 1 7 G 佐 賀 1 35 。
福 井 21 5 (1) 4 4 長 崎 283 1 

山 梨 232 。 1 。貢民 本 441 G 

長 野 40 5 (1) 。 1 4 B 大 分 284 (1) 3 

岐 塁王 426 (1) 。 1 8 7 r邑"" 自奇 1 1 0 。
害予 悶 3 9 9 (3) 25 ? 5 鹿児島 171 (1) 。
愛 知 4 2 5 (2) 1 3 24 1 沖 縄 1 3 7 日

意 41 7 1 6 5 計 16，325 150 

- 本表l主総和12年5月文部省社会教育局発行f青年学校名簿jより作成した0

・表中内数字は府県立学校で学校数に含まれている。
• r新設j(主昭和10年4月1日から 11年4月末日現在までの関である。
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私年立学校青 左中
新設

4 。
21 G 

46 28 

26 11 

2 2 

4 4 

2 Q 

6 5 

1 3 2 

8 。
6 。
2 O 

6 D 

1 2 2 

7 

52 1 1 

4 G 

7 

2 。
5 B 

2 2 

6 5 

。
450 1 09 
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内容的にはますます自企業内の職工養成に力点を寵かねばならなかった。

「躍進B本ノ姿ニフサワνイ重工業ヲ確立ν、工業立閣、産業報国ノ実ヲ挙ゲjレタメ、労資一体、

協力一致、各人格ヲ陶冶乙/、士魂ノ養成ニ努メ、勤労ヲ愛乙/、質実附縫、自主滴逮ノ気性ヲ顕揚スノレ

コトノ¥我ガ臼立製作所ノ伝統的方針デアッテ、又gf.業日本ノ大精神ナ/レコトヲ思イ、従業員各自が

職務ニ忠実コトルコトノ¥員リチ皇国日本ニ忠実ナ距民タノレコトヲ確認ス jレj、(前掲「我国ニ於ケjレ工場

鮒属職工学校ノ実伊IJJ←『工業教育ヲ中心トヰ/テ見タ我国教育制度ノ改善J2 1 9寅)という臼立亀

<表-11> 私立湾年学校数<各年4月末日>(文部省年報より作成〉

年

(私立)学校数

戸青年学校目的にある如く、 「産業報国jの名の下lこ、資本の華IJ潤追求の論理が強力に貫徹される。

この企業内青年学校の急速な増大への傾向は、軍事的要議を第一に受けねばならない「青年学校j制

度の内容的変質が一方で進行しつつあったことを示すものであるo

昭和 13(1938)年 1月、近衛内閣は 12 - 1 9才の男子勤労青年の青年学校就学義務化を

閣議決定した。これは臼中戦争開始後の兵力増強の要請を緊急に受けたものであった。

「今や時局重大なる秋l乙方り此の時局を突破し国家永遠の隆昌を期する為には、優良なる多数脊

年の養成を絶対に必要とするのであって、脅年学校の教育こそはi比の任務達成の為真に繁婆欠く可か

らざるものであるから、青年学校の制度は全閣民の熱烈なる理解の下に一層これが普及徹底を期する

と共iこ、義務制jの断行を必要とすることを痛感する次第である。今事変に徴するに今や一言語精兵教育

の要求は在営年限延長を婆望し、他面菌防正面の増大は兵員数の不足を櫛って居る有様で、青年学校

の振興は純国防上の見地からしてもー亥IJも疎にすべきでないと恩うJ (r会歩兵のこ年在営制と幹部

候補佐.制度の改正案に就てJ(陸軍省、新関野く『通報j第 66号、昭和 13年 1月 19 B、 4 4頁>)

陸軍は当面する兵力確保をはかり、ニ年夜営制の確保に加えて青年学校への努子就学義務化を念、拠要

求した。

f今日時局ノ影響、事変ニ於キマス所ノ兵士の活躍ノ情況等カラ考ヘマ、ンテ、箪部当局ニ於キマ

シテハ兵役法ノ改正ヲ今期議会ニ於テ行フコトニナリマシタ o 其ノ鴎係ト蹴ミ合ヒマシテ、事変鐙ニ

事変後ニ於ケル青年層エ向ッテ訓練ヲ与へ、叉思想上十分此ノ時局ユ対拠スノレダケノ鰯健ナル思想、ヲ

入レノレコトハ非常ユ必要デアリマスノデ、取敢ズ是ハ義務トスル方針ヲ決定シタ次第デアリマス。従

ッテ其ノ内容ニ付キマシテノ¥今日ハ現在ノ制度ヲ其ノ鐙耳元敢ズ義務ト致シマス...・H ・吐く昭和 13 

年 1}3、第 73帝属議会貴族院における木戸文相の答弁く『青年学校義務制に関する資料』衆議院調

査部、昭和 13年6月、 33頁〕木戸文根の発言は、箪都の要求を全商的にとり入れたものであった。

男子青年の青年学校就学義務化は、 「兵役法改正」と「瞬ミ合」わせたものであり、全青年男子に寧

事訓練を課すことによって歩兵教育を強化しようとするものであった。 r現在ノ制度ヲ其ノ鐙取教ズ」
義務化することは、在来の青年学校施設の貧掴をそのま L放置することであった。 r青年学校ノ現在
ノ教育ノ甚ダ不完全ナルル文部省トシテモ認知スJ(昭和 16年 2月15日、兵役法中改正法律案委
員会第一回における池崎政府委員の発露く間前、『義務制ニ鵠スノレ資料JI3 5頁>)としながら、そ

のま Lで義務指jな断行しなければ必らなかったのは、まさに f喫急の要務たるJ大量兵力の確保のみ
が眼目であったからである。
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とほとんど同時期に、 「年令十六年以上ノ男子労働者ヲ常時二百人以上使用ス

ル工場又ハ事業場J或は「年令十六年以上ノ男子労働者ヲ常時二百人未満五十人以上使用スル工場又

ノ、事業場ニνテ厚生大臣ノ指定スルモノJ，乙対して技能者養成を義務づけた「工場事業場技能者養成

令J (昭和 14(1939)年 5月5日目、勅令第 13 1号)がだされた。これは重化学工業部門に

おける正倒的な労働力不足への対応策であった。しかし、これに対して「間一工場に於て青年学校と

技能者養成とを同時に実施しなければならぬ場合、現場のさ当持者は教育上又は労務管理上甚だ苦心を

要する J (前掲『戦時労働事情J1 2 1 :&)ので、両者を一元化せよ、との要求が企業開に大きくな

った。たとえば、昭和 14(1939)年におこなわれた日本工業協会の「工場ニ於ケ/レ中堅工ノ養

成jに関するアンケ…トにみられる如き、 「青年学校ト震複ヲ遊ケラレナケレパ、真ノ教湾ハ出来ナ

イト思ワ、養成工ト青年学校生徒ハ別偲ニ考エ養成工ハ青年学校ヲ免除スノレ事ガ出来ノレコトヲ希望スj

[青年学校ノ免除規程ヲ拡大シテ載キ度Jとし、う要求は、ただ二重の労苦を省くというのではなく、
機工養成の諜題が優先されなければならないことを意味している。脊年学校は、勤労青年にたい

する職業技術教育機関としての意味を持たないどころ久職工養成にとって障害とならざるを得なかっ九ここ民

議文工昔話肢と青草学校制度との間t靖L機を生むこととなる。はたして昭和14(1939)年6月29目、文部省

告示365韻主、「玉湯事業場校倉時養成令エ依ル櫛踏養減配置量Jに於ては修身及公民科、普遊学科、職業科を

[謀セザ/レコトヲ得ノレ」こととし、青年学校と技能者養成との重複を避けることになる。しかし、教

練のみは養成主においても免除されず、青年学校において訓練を受けなければならなかった。青年学

校義務制化の最大の綴目は全青年を箪事訓練に動員することにあったからである。

かくして「青年学校j制度は、一貫して強い軍事力増強の要請に応えようとしたものであり、一

方で急速に増大しつつある労働力確保の婆請をも容れることはできなかった。そして、 「青年学校J

らねばならなかった要因の一つはここにあった。そして他箇で、労働力確保を第一回的と

した企業内青年学校の場大をみることとなる。この食業内青年学校の急速な増大傾向は、軍事自的を

とする「青年学校J制度の内実を変質させつつあったことを意味しよう。戦時国家独占資本主

義段階において、軍事力増強の要請と労働力篠保の要請の両者が不可避的に急増する過程で、日本帝

内在的矛盾を露呈する。

註:この薦議決定の少し官官、昭和12(1937)年12 J'J内閣直属の教育審議会が発足し、 f教育改革jの

「大綱Jを審議答ゆすることとなっていた@しかし、教育審議会の一員であり、政友会顧問の安藤正純が、第

7 3帝国議会(衆議院)十ておいて「青年学校義務fljIJノ実行ニ関シテハ、他ノ教育機関ト緩スベカラザル連関ア

ワ、故ニ全体的ユ教資制度ノ改革ヲ編成v、主主ノ改革ノ一部トヅテ行フベキ性質ノモノナリ、然ルニ政府ハ突

如トシテ青年学校義務制jヲ磁議ニ於テ決定ヲ V、教育審議会ヲ Yテ其ノ締釘ノミヲ審議セVムノレハ本末顕現jニ

非ズヤJC前褐 f義務告flvて関する資料J21J{)と政府に抗議しているように、近衛内題Kよって早急K挙が
運ばれたのである。沼和13(1938)年2月Kは、文部省を通じて「努子青年ニ立すスル青年学校教育義務

fljIJ案jがすでK公表された.教育審議会は「何分にもIltvc閣議の決定事項なので・・・之に対して特別委員会を
設けてJ(安藤正純、 『政友』昭和13年?丹、 28頁)急拠審議を開始した.同年7月15目、近衛内鑓総

理大臣に答申した内容は、うI::vc/::Ijされた「文部省案j と大綱において変らなかった.教育審議会は「文部省案J
への細目的な肉付けをおこなったにすぎなかった@

ここに、日中戦争の開始穫後の兵力確保が軍部によって如何に念、がれていたのか、叉それと何時K大正中

簸惚おける「臨待教育会議j とならんで、戦前Kおける二大教育会議とされる教湾審議会の性絡をみることが

できる.

なお. []義務制民jは、昭和 14年度から漸時実施し、紹和20年度完成の予定であったが、義務教育年限
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t.問様、実現されずに終った。

む す び

大正 15(1926)年に発足した「青年訓練所」制度は、箪隊教育の一環をおうものとして、

軍事力強化を践的としたものであった。この「膏年訓練所Jにおける軍隊的訓練は、同時に「公民訓

練J=教化総動員→国民精神総動員の過程で情盟主義的侵略戦争に積極的に思想、動員さるべき国民意識

態度の形成ーでもあった。

「青年訓練所jは圧倒的多数の農村喬年を主要な対象としたものであったが、 「満州事変」以後

の重化学工業主主援の飛躍的拡大にともなう都市労働人口の急壊によって、都市における青年訓練の役

割が増大した。にもか hわらず、都市勤労背年の「就学J率はきわめて低く、とれが青年訓練の f量

的不振jの決定的な要因となった。青年訓練の量的拡大を目指す「青年学校Jへの「統合jは、

年訓練所jの「実業補習学校jへの寄生による延命にすぎない以上、都市驚年訓練の「不振jを解消

することにはならなかった。

一方、この都市部において、会業内における職工養成を勃とする企業内青年学校が急速に増大す

るのこれは資本の深刻な労働力確保の要求にもとづくものであり、ここに青年学校制度は内容的に新

たな展開をもつこととなる。

文、 「生産力拡充J政策に追われ、都市勤労青年層が過酷な労働時簡を強いられている状況で、

これら青年の f就学J条件は皆無に等しかった。 r青年学校男子義務制化Jの措置が、このような状
況下でしかとられなかったことは、すでにその先行きを暗示するものであった。公立青年学校が箪事

訓練施設としての役割しかもち得ず、労働力健保の婆請に何ら応えるものでなかった以上、その強制

カには限界があった。

戦時間家独占資本主義段階において、 「生産力拡充jは戦争遂行にとって不可欠であり、従って

また生産力向上のための労働強化、職工養成の必婆性など資本の婆議も不可避的に増大する。

して受けた青年訓練組織は、この資本主義的諸婆講によって行き詰り、そこから新たな展

開をも生み、ときには少なからぬ札機を生むこととなる。

従って、 「屋家独占資本主義体制が確立される過程において、産業と国防が矛盾なく合一するj

(八本木浄「平生文相の義務教湾八年制延長案についてJ (r大月短大論集』第 4号、大月短期大学
1 973年 5月、 1 6頁)のでは必ずしもなく、かえって教育政策においても兵力機強と労働力確保

との矛盾関係を露呈するのである。

このように、大正 15(1926)年の「青年訓練所J発足から昭和 13(1938)年の f青

年学校男子義務制化jに至るまで、青年訓練は宝彦事的要請が箆ぬかれたが、一方で資本主義的諸婆請

によって行詰り、或は…定の内容的変質をとげながらも、最後までそれらの資本主義的諸要請を自己

の論理の中に組み入れることができなかった。
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